
日南市創業支援事業補助金交付要綱 

 

 

 （目 的） 

第１条 この要綱は、創業・起業を促すことで、雇用の場の確保と本市経済の発展につなげ

ることを目的とし、予算の範囲内において行う日南市創業支援事業補助金（以下「補助金」

という。）の交付に関し、日南市補助金等交付規則（平成 21年規則第 51号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象となる者は、次に掲げる全てを満たすものとする。 

(１) 産業競争力強化法（平成 25年法律第 98号）に基づき国から認定を受けた日南市創

業支援事業計画（以下「市計画」という。）に位置付けた特定創業支援事業を受けた者

又は当該年度中に受ける予定がある者 

 (２) 日南商工会議所、北郷町商工会又は南郷町商工会いずれかの会員となり、継続的に

経営指導を受ける見込である者 

(３) ２年以上継続して市内で事業を行う見込みである者 

(４) 税金を滞納していない者（法人の場合は団体及び代表者、個人の場合は世帯全員） 

(５) 許認可等が必要な事業を営む場合において、該当する許認可等を取得している者 

(６) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第

２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う者

でないこと。 

(７) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴

力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」という。）でな

いこと。 

(８) 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 321 条の４及び日南市税条例（平成 21 年

日南市条例第 98号）の規定により、個人住民税の特別徴収義務者とされている法人に

あっては、従業員等（日南市内に居住している者に限る。）の個人住民税について特別

徴収を実施している者又は特別徴収を開始することを誓約した者 

 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、認定連携創

業支援事業者の支援を受けて具体性のある創業計画を作成し、計画の実効性が確認された

事業とする。ただし、創業後の事業にあっては、新たな事業の開始又は事業規模の拡大の

いずれかを伴うものとする。 

 

 （補助対象経費及び補助率） 

第４条 補助対象経費及び補助率等は、別表に定めるとおりとする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、次に掲げる書類を市長に提出しなければなら

ない。 

(１）創業支援事業補助金交付申請書（別記様式第１号） 

(２) 収支予算書（別記様式第２号） 

(３) 創業計画書（別記様式第３号） 

(４) 補助対象経費に係る見積書の写し又は内容が分かるもの 

(５) 市税の完納証明書 

(６) 暴力団排除に関する誓約書兼照会承諾書 

(７) その他市長が必要と認める書類 



 

 （補助金の交付の決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行い、交付決定

通知書（別記様式第４号）を当該補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による通知に際して、必要な条件を付することができる。 

 

 （補助金の変更申請） 

第７条 前条第１項の規定により交付決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）が、

次に掲げる事項に該当するときは、あらかじめ日南市創業事業補助金変更（中止）承認申

請書（別記様式第５号）に収支予算書（変更）を添えて市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

(１) 事業内容等を変更しようとするとき。ただし、次に揚げる軽微な変更は除く。  

  ア 補助対象経費の 30％以内の額の減少である場合 

  イ 補助事業の目的に変更をもたらさない補助対象経費の変更 

(２) 補助事業を中止しようとするとき。 

２ 市長は、前項の規定による補助金の変更申請が適当であると認めたときは、日南市創業

支援事業補助金変更承認通知書（別記様式第６号）を通知するものとする。 

 

 

 （補助の条件） 

第８条 補助金の交付の目的を達成するため、補助決定者は、次に掲げる事項を守らなけれ

ばならない。 

(１) 補助金に係る収支を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての

証拠書類を補助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならないこと。 

(２) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に沿って、

効率的な運用を図らなければならないこと。 

 

 （実績報告） 

第９条 補助決定者は、補助事業が完了した場合は、次に掲げる書類を補助事業の完了日か

ら起算して 30 日を経過した日又は補助事業実施年度の３月 31 日のいずれか早い期日ま

でに市長に提出しなければならない。 

(１) 創業支援事業補助金実績報告書（別記様式第７号） 

(２) 収支決算書（別記様式第８号） 

(３) 補助対象経費に係る領収書等の写し（交付決定日以降のものであること）  

(４) 開業届出書又は登記事項証明書の写し（いずれも届出日が、交付決定日以降である

こと。） 

(５) 特定創業支援事業の支援を受けたことを証する書類 

(６) 特別徴収実施確認・開始誓約書（別記様式第９号） 

(７) その他市長が必要と認める書類 

 

 （状況報告及び調査） 

第 10条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の遂行状況の

報告を求め、又は必要な調査を行うことができる。 

 

 （補助金額の確定） 

第 11条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、報告書等の書類の審査及び必要

に応じて行う現地調査により、当該報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容

及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助



金交付確定通知書（別記様式第 10号）により当該補助決定者に通知するものとする。 

 

 （補助金の請求及び交付）  

第 12条 前条に規定する通知書を受けた補助決定者は、創業支援事業補助金交付請求書（別

記様式第 11号）により速やかに市長に対し補助金の交付を請求するものとする。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の請求があったときは、速やかに当該補助決定

者に補助金を交付するものとする。 

 

 （補助金の交付の決定の取消し等） 

第 13条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の一部若しくは全部を返還させることが

できる。 

(１) 不正に補助金の交付の決定又は補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(３) 交付決定日から２年以内に市外への移転又は、廃業をしたとき。 

(４) 日南商工会議所、北郷町商工会又は南郷町商工会を２年以内に退会したとき。 

(５) この要綱、規則その他法令の規定に又はこれに基づく処分に違反したとき。 

(６) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 

 （その他） 

第 14条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

 

   附 則（平成 30年３月 30日告示第 64号） 

 

 この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

 

 

   附 則（令和２年７月６日告示第 109号） 

 

 この要綱は、令和２年７月６日から施行する。 

 

 

   附 則（令和６年４月１日告示第  号） 

 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

 

補助率 ２／３ 

補助上限額 ３０万円 

補助対象経費 ・起業、創業に必要な官公庁への申請書類作成等に係る経費（公課金は除く。） 

・店舗等に係る設備工事費（修繕費含む。） 

 ※但し、住宅兼店舗の場合は、店舗・事務所専有部分に係るもの（明確に区分で

きる構造になっているものに限る。）。 

・店舗等に係る賃借料 

・広告宣伝費（新聞広告、ホームページ、ポスター、チラシの作成費等） 

・備品購入費（事業開始にあたり必要なもので、１品あたり税抜き１万円以上もの

に限る。） 

※但し、スマートフォン、パソコン、カメラ等（汎用性が高く、目的外使用にな

りえるもの）は対象外とする。 

（備考） 

補助対象経費に補助率を乗じて得た補助金の額に、1,000円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り捨てた額とする。 

 

 

 

 


